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研究成果の概要（和文）：本研究では、本研究が実施する大規模な社会調査「雇用と子育てに関するパネル調
査」（LOSEF）をはじめ、履歴情報を含む各種社会調査から得られるパネル・データを駆使して、人々の経済社
会行動や主観的厚生の決定要因を計量的に分析した。その結果、「子供の貧困」が成人期の健康に及ぼす影響、
初職がその後の職業人生に及ぼす影響、家族介護が介護者のメンタルヘルスに及ぼす影響など、政策的含意に富
む知見が数多く得られた。

研究成果の概要（英文）：This project investigated the determinants of people’s socio-economic 
behaviors and subjective well-being, using the panel data obtained from a large-scale social survey:
 “the Longitudinal Survey on Employment and Fertility (LOSEF)” and other surveys that contain 
longitudinal information. Our results provide new insights into understanding of (1) the impact of 
childhood poverty on adulthood health and health behavior, (2) the impact of initial jobs on the 
subsequent occupational life, (3) the impact of informal family care on caregiver mental health, and
 others, all of which have valuable policy implications.

研究分野：公共経済学

キーワード： パネル・データ　主観的厚生　所得格差　世代間利害調整　就業行動
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
 
(1)人々の経済社会行動や主観的厚生の決定
要因については、国外では大規模なパネル調
査を用いた分析が積極的に行われ、労働経済
学、公共経済学、社会疫学など幅広い分野で
実証研究が数多く蓄積されている。しかし、
国内ではパネル調査の規模や対象範囲が限
定的であり、研究蓄積が十分とは言えない。 
 
(2)社会疫学の分野では「ライフコースアプ
ローチ」的な発想に基づき、人生のさまざま
なアウトカムの重層的な連鎖のメカニズム
を分析する手法が確立しているが、経済分析
にもこの手法を応用する余地がある。 

 
２．研究の目的 
(1)本研究は、大規模なパネル調査から得ら
れる豊富なマイクロ・データを用いることに
より、人々の経済社会行動や主観的厚生の決
定要因を計量的に分析し、社会的厚生の向上
のための evidence-based な政策提言を行う
ことを目的とする。 
 
(2)とりわけ、①世代間交渉を通じて、社会
経済的地位やその格差が世代間でどう継承
されるか、②税や社会保障あるいは雇用シス
テムなど社会経済制度が人々の行動にどう
影響するか、③すべての世代が豊かな生活を
享受できるためにどのような制度改革が必
要になるか、という３点を重視する。 
 
３．研究の方法 
(1)初年度である平成 26年度においては、ね
んきんネット」情報の転記を含む「雇用と子
育てに関するパネル調査」（LOSEF）のイン
ターネット調査の第１回調査を実施すると
ともに、就業行動、所得格差・貧困を中心と
した実証分析を進めた。平成 27 年度は、同
インターネット調査の第２回調査を実施し、
就業・所得面に力点を置いたパネル分析を進
め、平成 28年度においては、LOSEF郵送調
査を実施し、その調査結果を踏まえて本格的
なパネル分析を進めた。 
 
(2)実証分析に際しては、上記の LOSEF の
ほか、「くらしと健康の調査」（JSTAR）や厚
生労働省「中高年者縦断調査」「まちと家族
の健康調査」（J-SHINE）などさまざまなパネ
ル・データを用いた。さらに、狭い意味での
経済学だけでなく、社会学や社会疫学、職業
医学、公衆衛生学など関連する研究分野の研
究者との共同研究も積極的に進めた。 
 
４．研究成果 
(1)LOSEF の調査結果に基づき、母乳による
子育てと女性の雇用行動を分析した。出産後
に仕事を辞める妻に比べると、出産後 1年以
内に復職する妻は授乳期間が短く、また、夫
の就業形態の自由度が高いほど、妻が母乳で

子供を育てる確率が高く、授乳期間も長くな
ることが明らかになった（５．〔雑誌論文〕
④）。授乳と就業行動との関連に関する経済
分析は国際的にも珍しいだけでなく、研究成
果はいわゆる「男女共同参画」の議論にも興
味深い含意を持っており、『日経ビジネス』
（2014年 7月 8日）でも取り上げられた。 
 
(2)LOSEFインターネット調査に基づき、初
職が非正規だと正規の場合に比べて、現在の
就業状態やこれまでの不安定な就業状態の
期間、所得、婚姻状態、メンタルヘルス面で
不利な状況に置かれること、そしてその影響
が就業形態や所得、婚姻状態によって媒介さ
れることを示した（５．〔雑誌論文〕⑬）。 
この研究成果は日本における硬直的な雇
用システムとその問題点をパネル・データに
基づいて初めて明らかにしたものであり、イ
ギリスの研究機関 Centre for Economic Policy 
Research（CEPR）のウェブサイトでも日本発
の研究成果として取り上げられた（2014年 9
月 24日）。 
 
初職がその後の人生に及ぼす影響 

   現職 不安定な就業期間 貧困    未婚     抑鬱 

 
初職（正規 stable か不正規 unstable か） 

（引用文献：５．〔雑誌論文〕⑬） 
 
(3)厚生労働省「中高年者縦断調査」のパネ
ル・データに基づき、家族介護が始まったと
きのメンタル・ヘルス（Kessker 6（K6）ス
コアで測定）の悪化が被介護者との家族関係
などに左右されることを明らかにした（５．
〔雑誌論文〕⑯）。 
 

 
   （引用文献：５．〔雑誌論文〕⑯） 
 



さらに、介護期間の長期化がメンタル・ヘ
ルスに及ぼす影響は、介護に関与する時間や
被介護者との同居、家の外で仕事しているか
といった要因に大きく左右されること（同⑭）
を示した。加えて、社会参加活動に関与して
いるか（あるいは家族介護に関与する前に参
加していたか）どうかでも、メンタル・ヘル
スの経時的な変化がかなり異なってくるこ
と（同⑨）を示した。 
以上の研究成果は、せいぜい２～３回の調
査にとどまるこれまでのパネル分析よりは
るかに長期の期間を分析対象としている点
が特徴となっている。さらに、施設介護を抑
制し、居宅介護中心に展開されている現在の
公的介護システムの在り方をめぐる議論に
も重要な示唆を与えるものとなっている。研
究成果の概要は、一橋大学開放講座（2016年
11月 17日）で一般向けにも紹介した。 
 
(4）研究代表者が参加した「まちと家族の健
康調査」（J-SHINE）のデータに基づき、子供
期における貧困経験が成人になってからの
健康リスク行動（喫煙、運動不足、不適切な
食生活）に無視できない影響を及ぼすことを
明らかにした。しかも、その影響は、教育達
成（学歴）や世帯所得、就業形態など、幼少
期以降の社会経済的要因によって媒介され
るだけでなく、より直接的に作用することも
明らかになった（喫煙を除く）。この研究結
果が正しいとすれば、子供期の貧困経験の影
響は、その後の政策介入によって軽減するこ
とが難しいことになり、「子供の貧困」解消
が政府の取り組むべき最重要の政策課題で
あることが示唆される（５．〔雑誌論文〕⑮）。 
 

 
（引用文献：５．〔雑誌論文〕⑮） 

 
なお、「子供の貧困」問題については、研
究分担者の阿部が日本教育学会、日本行政学
会、日本発達心理学会、社会政策学会等で研
究成果の紹介と政策提言を積極的に行い（５．
〔学会発表〕参照）、メディアでも注目され
ている。さらに、「子供の貧困」問題と関連
して、親の被虐待経験が子供の問題行動に反
映される可能性を示した研究も行った（５．
〔雑誌論文〕⑦）。 
 
(5）厚生労働省「中高年者縦断調査」のパネ
ル・データに基づき、引退が休暇における運

動、喫煙などさまざまな健康行動に対して、
①引退がきっかけとなる非連続的な変化（ジ
ャンプ）と、②変化のペースの低下または上
昇という、２つのタイプの影響を及ぼすこと、
そしてその形状が男女間で異なることを明
らかにした（５．〔雑誌論文〕①）。この研究
は、経済学の分野で最近注目されるようにな
っている、Regression Discontinuityの手法に近
いアプローチを採用しているが、予防疫学の
ジャーナルに掲載が確定しており、当該分野
の専門家にも関心を持ってもらった模様で
ある。 
 
(6）そのほか、本研究ではパネル分析の長所
を生かし、時間とともに変化しない要因（い
わゆる固定効果）の影響を制御することによ
り、先行研究から得られている知見の妥当性
を問い直すというスタイルの実証分析をい
くつか行っている。例えば、社会関係資本（ソ
ーシャル・キャピタル）と健康との関係（５．
〔雑誌論文〕⑤）、職場のストレスとメンタ
ルヘルスとの関係（同⑫）、同じく職場のス
トレスと余暇における運動との関係（同⑥）、
老親介護と労働供給との関係（同③）などが
挙げられる。 
総じて言えば、固定効果の影響を制御する
と、これらの変数間の相関関係はクロスセク
ション分析から得られる相関関係と比べて
幾分弱くなる傾向がある。こうした研究成果
は、経済学だけでなく社会疫学や職業医学の
ジャーナルで発表し、それぞれの分野で重要
な知見として評価されている。 
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